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2020 年 4 月 3 日現在 

 

1. 法・政策 

(1) ) 個人向け貸付制度に特例 フリーランスなど最大２０万円：厚生労働省 

厚生労働省は新型コロナウイルスの感染拡大の影響でフリーランスや個人事業主の生活が

とくに厳しくなっているとして、個人を対象とした貸付制度に特例を設け、生活資金として

最大２０万円まで借りられるようにすることを決めた。 

 

受け付けは、各地の社会福祉協議会が窓口となり、相談を受けてから貸し付けまで通常９日

ほどかかるが２日に短縮する。 

 

新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策 －第２弾－（ポイント） 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/novel_coronavirus/th_siryou/kinkyutaiou2_gaiyou_cor

ona.pdf 

 

 (2) 令和２年度における小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校等における教育活動の

再開等について（通知） 

https://www.mext.go.jp/content/20200324-mxt_kouhou01-000004520_1.pdf 

 

(3) 産後４週間「手取りの実質１０割確保を：男性育休促進へ向けて自民ＰＴ 

男性の育児休業取得をめぐり、自民党のＰＴ（プロジェクトチーム）の中間提言案が明らか

になった。男性が育休を取りやすいように、出産から４週間は手取り収入が減らないような

手立てを検討するよう政府に求める。近く提言をまとめ、政府が今春にも策定する少子化社

会対策大綱に盛り込むよう働きかける。 

 

(4) 雇用助成金を最大９割に―失業回避を 

政府・与党は、新型コロナウイルスの感染拡大を受けた追加経済対策に、経営が悪化した企

業が従業員を解雇するのを防ぐため、雇用調整助成金の拡充を盛り込む方針を固めた。休業

手当に対する助成率を中小企業で５分の４、大企業は３分の２に引き上げた上、従業員を１

人も解雇しない場合は最大で９割とする。 

 

雇用調整助成金は休業手当を支払って従業員を休ませた企業に支給する。通常の助成率は

中小企業で３分の２、大企業は２分の１。助成率の引き上げに加え、売上高の減少がなくて
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も利用できるようにするなど、要件を緩和し活用を促す。 

また、通常は正社員など雇用保険に入っている労働者が対象だが、アルバイトなど未加入の

非正規労働者にも拡大する。最大９割への特例措置を除けば、助成率の引き上げや要件緩和

は、緊急事態宣言が出された北海道では既に実施している。 

 

(5) 企業に努力義務―７０歳まで働く機会確のための関連法成立 

７０歳まで働く機会の確保を企業の努力義務とする改正高年齢者雇用安定法などの関連法

が成立した。来年４月から適用され、政府は将来的な義務化も視野に入れる。健康な高齢者

の働き手を増やし、人手不足に対応するとともに、年金などの社会保障の担い手を厚くする

狙いがある。 

成立した関連法には、兼業や副業をする人の労働災害を認定するしくみを見直す改正労災

保険法や、定年後に再雇用されて賃金が大きく下がった人に６５歳まで支払われる「高年齢

雇用継続給付」を縮小する改正雇用保険法なども含まれる。 

 

(6) 「Ⅱ．新型コロナウイルス感染症に対応した臨時休業の実施に関するガイドライン」の

改訂について（通知） 

https://www.mext.go.jp/content/20200401-mxt_kouhou02-000004520_03.pdf 

 

 

2. 法違反・闘い 

(1) アート子会社で：過重労働と認定 

引っ越し大手アートコーポレーショの主要子会社でトラック運転手をしていた男性が昨年

５月の連休中に突然死し、東金労働基準監督署が「過重労働だった」として労災と認定して

いたことがわかった。同子会社は「真摯に受けとめ、再発防止に努めたい」（管理部）とし

ている。 

 

東金労基署が勤務の実態を調べ、亡くなる直前の６カ月間は少なくとも月平均で６５～１

１０時間の時間外労働があったなどと推定し、「過重労働だった」と遺族側に説明した。 

 

(2) ギリギリ、いつ事故起きても：保育士ら異例のストライキ 

民間企業が運営する東京都三鷹市内の認可保育園で保育環境の改善などを求めて保育士ら

がストライキを行った。市などによると、同日だけのストで、企業側は臨時のシフトを組ん

で運営を継続したという。認可園でのストは極めて異例だ。 

 

この保育園では、保育士ら１０人以上が２月以降、保育業界などで働く人の労組「介護・保

育ユニオン」に加入。「安心・安全な保育ができる人数がそろっていない」と企業側に人員

補充などを求めてきた。ユニオンによると、企業側は今月半ば、団体交渉に応じたが、十分

な回答を得られなかったとしている。 

 

https://www.mext.go.jp/content/20200401-mxt_kouhou02-000004520_03.pdf


ユニオンは「人手不足で、いつ事故が起きてもおかしくない」と指摘。保育士の一人も「切

羽詰まったギリギリの状態で働いていると、体調を崩してしまう。保育士にとっても子ども

にとっても良くない」と訴えた。保育士らはこの日、改めて企業側に人員補充などを書面で

要求した。 

 

(3) ) タクシー運転手の「実質残業代ゼロ」は違法―最高裁「割増賃金の本質から逸脱」 

タクシー大手・国際自動車でかつて採用されていた、歩合給から残業代相当額を差し引く制

度が問題となった訴訟で、最高裁第一小法廷残業代の支払いについて定めた労働基準３７

条の趣旨に反するなどとして、規則を違法とする判決を言い渡した。 

 

国際自動車では、ドライバーに対し、基本給や残業代のほか、売上高に応じた歩合給が支払

われていた。しかし、歩合給を計算するとき、残業代相当額などが差し引かれ、「実質残業

代ゼロ」の状態になっていた。 

 

(4) 自爆営業で自殺は」と埼玉の郵便局員に認定：労働基準監督署の判定が覆る 

埼玉県内の郵便局に勤務していた男が２０１０年１２月に自殺したのは、業務によるスト

レスでうつ病を発症したことが原因だったとして、埼玉労働局の労災保険審査官が労災と

認定した。背景にはノルマ達成のために自ら年賀はがきなどを買い取る「自爆営業」があっ

た。 

 

男性は１９８２年から埼玉県内の郵便局に勤務し、２００６年にさいたま新都心郵便局に

異動した。新都心郵便局では、年賀はがき数千枚の販売ノルマがあり、達成するために「自

爆営業」を強いられた。業務でミスしたときに何百人もの社員の前で「お立ち台」と呼ばれ

る台に立たされて釈明する見せしめなどもあったという。 

労働局の審査官は、はがきの販売ノルマなどによって、強い心理的な負荷がかかっていたこ

とから、うつ病を発症して自殺したと認定。さいたま労働基準監督署が出していた労災保険

の不支給処分を取り消し、労災と認めた。 

 

(5) 定年後再雇用で同じ仕事なのに年収が８００万減ったのは違法―日本 IBM の６０代男

性２人が提訴 

定年前と同じ仕事をしているのに基本給を１７万円に下げられ、ボーナスも支給されない

のは、正社員との待遇に不合理な格差を設けることを禁じた労働契約法２０条違反だとし

て、日本 IBM で定年後に再雇用された６０代の男性２人が同社を相手取り賃金の差額など

計２，２２２万円の損害賠償を求めて東京地裁に提訴した。 

 

(6) ) 雇止めで熊本赤十字病院を提訴―熊本県 

訴えを起こした熊本市に住む女性は２０１５年に１年契約の医療事務として勤務を始め、

その後、１年ごとに４回に渡って契約を更新した。 

その間、日給制の臨時職員から月給制で残業のある嘱託職員に昇格したり「満５年を越える

と無期限契約へ転換できる」と書類で通知されたりした。 



しかし、最近突然次期契約を更新しないと通告されたということで弁護団は女性の無期限

雇用を避けるための不当な雇い止めの可能性があるとしている。 

女性は労働者としての地位の継続と賃金の支払いを求めている。 

 

(7) 臨時休校に伴う助成活用、厚生労働省は企業に利用促すよう指示 

臨時休校で仕事を休まざるを得なくなった保護者の所得を補償する国の助成制度をめぐり、

「利用させてもらえない」という相談が複数、寄せられているとして、厚生労働省は全国の

労働局に実態を把握して企業に利用を促すよう指示した。 

 

＃サイゼリヤ “国の制度は利用せず独自の制度で対応”  

外食チェーン大手の「サイゼリヤ」の千葉県内の店舗でパート従業員として働く 30 代の女

性は先月、国の制度が活用できないか店長に相談したところ、国の制度は利用せず、独自の

制度で対応すると説明された。 

 

その際、示された書類には子どもの通う学校の臨時休校に伴う休業補償として一律で日２，

０００円を支給すると書かれていた。 

 

会社独自の制度では１日働いた場合の半分にも満たなくなってしまうということで、「店長

からは国の制度を利用すると休む人が増えて仕事やシフトが回らなくなるから利用できな

いと言われました。パート代は食費や子どもの習い事にあてていたので、生活は非常に苦し

くなります。会社には私と同じような立場の人はいっぱいいるので制度が利用できるよう

にしてほしい」と話す。 

 

(8) 休校支援金から風俗業を除外：撤回を要望する声挙がる 

臨時休校に伴って仕事を休んだ保護者のうち、個人で業務委託を受けて働くフリーランス

に、国は支援金を出す。ただ、風俗業界で働く女性らは除外された。厚生労働省は「雇用助

成金の対象外となっており、今回も同様の措置」と説明するが、シングルマザーが多く、困

窮の恐れが高まる。 

 

厚生労働省は、風俗事業者が雇用助成から外れていることを理由に挙げている。 

 

 

3. 情勢・統計 

(1) 日本郵政グループ、郵便局員１万人削減を検討―かんぽ不正販売などで収益減 

日本郵政グループが、全国の郵便局員の５％にあたる約１万人の削減を検討していること

が収益力が落ちており、人員削減により人件費の抑制を図る。アルバイトなどを除く日本郵

便の従業員は昨年３月末時点で１９２，８８９人で、グループ全体の約９割を占める。 

 

(2) パートナー制：神奈川県で横須賀など３市が県内初の相互利用へ 

横須賀、鎌倉、逗子の３市が神奈川県内で初めて性的少数者（ＬＧＢＴなど）のカップルを



パートナーとして公的に認める「パートナーシップ宣誓制度」の相互利用を始める。近隣自

治体の相互利用は全国初とみられ、３市間で同じ証明書を利用できる。医療機関の協力が得

られれば、面会などが家族に限られることがある入院環境などの改善も期待され、３市は

「誰もが安心して暮らせる地域を目指す」としている。 

 

(3) 日本労働弁護団が新型コロナウイルス感染症に関する労働問題Ｑ＆Ａ（Ver. １）を発表 

http://roudou-bengodan.org/wpRB/wp-

content/uploads/2020/03/ffcb7d78715148a4e9c751f2b813230a.pdf 
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